
新

開発事業、長野県GN

規

D基金事業

、学校太陽

完

光発電事業、公共施設

了

屋根貸し事業公募、 、

事

学校太陽光発電事業、

業

公共施設屋根貸し事業

ゼ

公募、

自然エネセミナ

ロ

ー開催、１村１エネル

予

ギー登録、エコ １村１

算

エネルギー登録、エコ

事

ドライブ講習会

ドライ

業

ブ講習会

平成26年度

担

　実績 平成27年度　

当

予定

ペレットストーブ

者

補助０件、太陽光発電

全

補助140件、 ペレッ

体

トストーブ補助２件、

計

太陽光発電補助82件

画

、太

ナノ水車ユニット

経

技術開発事業、長野県

費

GND基金事業 陽熱利

区

用補助30件、ナノ水

分

車ユニット技術開発事

内

業、

、学校太陽光発電

線

事業、公共施設屋根貸

事

し事業公募、 長野県G

務

ND基金事業、学校太

事

陽光発電事業、１村１

業

エ

１村１エネルギー登

名

録、エコドライブ講習

所

会、長野県 ネルギー登

　

録、エコドライブ講習

　

会

GND基金事業、小

属

水力発電サミット協力

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成22年度　実績 平成23年度　実績

平成24年度　実績 平成25年度　実績

平成26年度　実績 平成27年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成２７年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 田幸　学　関野　勝仁

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3252

事務事業名 4131 温暖化防止推進事業

所　　属 140100 環境部・生活環境課

施　　策 03011100 環境を守る活動の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 040105 衛生費・保健衛生費・環境衛生費
科目

事業 070000 温暖化防止推進事業

事業目的 事業概要・効果 

地球温暖化防止のため、第二次須坂市環境基本計画及 第二次須坂市環境基本計画の具体的施策である環境行

び須坂市地域新エネルギービジョンの施策を推進する 動計画に掲げる事業を積極的に推進するとともに、新

ことにより、須坂市全体の二酸化炭素排出量の削減を エネルギービジョンの重点プログラムの導入普及とモ

目指す

内

。 デル事業の推進によ

部

り、二酸化炭素排出量

評

の削減を行

う。

ＰＬＡ

価

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

【

予定

平成22年度　実

二

績 平成23年度　実績

次

ペレットストーブ補助

】

１件、太陽光発電補助

1

99件、ナ ペレットス

頁

トーブ補助０件、太陽

平

光発電補助150件、

成

ノ水車ユニット技術開

２

発事業、長野県GND

７

基金事業、 ナノ水車ユ

年

ニット技術開発事業、

度

長野県GND基金事業

　

学校太陽光発電事業、

行

公共施設屋根貸し事業

政

公募、自 、学校太陽光

評

発電事業、公共施設屋

価

根貸し事業公募、

然エ

事

ネセミナー開催、エコ

業

ドライブ講習会 自然エ

別

ネセミナー開催、エコ

シ

ドライブ講習会

平成2

ー

4年度　実績 平成25

ト

年度　実績

ペレットス

実

トーブ補助２件、太陽

計

光発電補助181件、

対

ペレットストーブ補助

象

３件、太陽光発電補助

評

169件、

ナノ水車ユ

価

ニット技術開発事業、

対

長野県GND基金事業

象

ナノ水車ユニット技術



　　　算

事業費 16,892 5,556

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 4,439 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 13

一般財源 12,453 5,543

正規職員 0.5 0.5
人員数

嘱託職員 0.4 0.7
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 3,429.0 3,429.0

人　員 嘱託職員 1,090.0 1,907.5

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 4,519.0 5,336.5

市民一人当たりの経費 0.4 0.2

総額 21,411.0 10,892.5

（単位：千円）

平成26年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  

内

報償費 0

消耗品費77

部

、修繕料50
11節 

評

需用費 127

小水力発

価

電設備通常管理120

【

、電力供給システム設

二

置点検業務519
13

次

節 委託費 639
 

電

】

力供給システム工事1

2

,131、集水管等埋

頁

設工事7,056、非

指

常用蓄電池等設
15節

 

 工事請負費 9,56

標

8
置工事1,381

新

 

エネルギー活用施設設

名

置費補助金6,391

算

、全穀小水力発電サミ

　

ットin長
19節 負

　

担金補助及び交付金 6

式

,526
野開催負担金

単

100、その他35

旅

位

費32
その他 32

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成26年度 平成27年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成26年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 二酸化炭素(CO2) 削減率

算　　式 単位 ％

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標 -12.5
目 標 値

実 績

指標選定 地球温暖化防止を推進するため。

の 理 由

最終年度 第５次須坂総合計画　前期基本計画　平成21年度二酸化炭素排量の－12.5％

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成26年度 平成27年度

決　　　算 予



委

事業内容になっている

託

か

太陽光発電設備の設

費

置補助、ペレットスト

1

ーブの設置補助、小水

5

力発電設備の設置、活

節

動団体への支援等によ

 

り二酸化炭素排出量削

工

減のための取り組みと

事

して実施している。
評

請

   価
 

コメント
 

負

・成果を落とさずにコ

費

ストを削減する方法は

1

あるか

効 率 性 ・効

9

率性向上に努めている

節

か 変わらない

・使用料

 

などの受益者負担や補

負

助対象事業の範囲など

担

、財源確保の余地はな

金

いか

コスト削減、受益

補

者負担等の余地はない

助

。

評   価

コメント

及

振り返り（決算年度の

び

取組み課題）

平成25

交

年度から26年度の２

付

年度間において、長野

金

県ＧＮＤ基金事業を活

そ

用し、「米子　環境・

の

自然エネルギー防災パ

他

ーク

モデル事業」を実

Ｃ

施する。一部工事にお

Ｈ

いて、平成27年度に

Ｅ

繰越し実施する。

新た

Ｃ

な補助制度の実施につ

Ｋ

いて、検討する必要が

個

ある。

　

 

別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成27

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

8節  報償費 0

消耗

平

品費80、修繕料10

成

0
11節 需用費 18

2

0

小水力発電設備通常

7

管理委託料120
13

年

節 委託費 120

15

度

節 工事請負費 0

新エ

当

ネルギー活用施設設置

初

費補助金5,000、

予

ペレットストーブ等設

算

置導入
19節 負担金

　

補助及び交付金 5,2

事

10
費補助金200、

業

その他10

旅費33、

費

積立金13
その他 46

の

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項

内

目 評価観点 評価内容

・

訳

市民の生命・財産を守

主

るため市が実施するこ

な

とが必要不可欠な事業

節

であるか

・行政内部の

金

管理運営上必要な事業

額

であるか

必 要 性 ・

内

市が主体となり実施す

容

べき事業か 必要不可欠

8

・法的な根拠や公的関

節

与の妥当性はあるか

・

 

目的は結果（施策の目

 

指す理想）に結びつい

報

ているか

地球の温暖化

償

を防止することは、市

費

民の生命、財産を守る

1

ため必要不可欠である

1

評   価

コメント

・

節

事業の成果は上がって

 

いるか

・目標に対する

需

達成度は十分か

有 効

用

 性 ・市民生活上の課

費

題解決に貢献している

1

か 有効

・行政内部の管

3

理上の課題解決に貢献

節

しているか

・事業の目

 

的が達成できるような



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

環境基本計画見直しと、新エネビジョンに基づく事業 環境政策の終局的目標である事業と認識し

内

ている。後

を積極的に

部

推進していく。二酸化

評

炭素排出量削減のた 期

価

基本計画、環境基本計

【

画(後期)に改めて位

二

置づけ、

め家庭ででき

次

る身近な取り組みや、

】

新たな補助制度を 更な

4

る推進を図りたい。

検

頁

討する。

外部評価

次年

Ａ

度以降の方向性

外部評

Ｃ

価コメント

ＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


